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（１）指摘事項　

　 　該当なし

（２）監査意見　

　 　該当なし

（３）決算審査意見
　  該当なし

２　前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 　

　　該当なし

３　職員の定員、現員調べ
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4 4 2 2 0 0 6 6
医療給付専門指導員　1人
薬物対策専門員　1人
一般事務　4人

４ 役付職員の調べ
（令和２年７月１日現在）

年 月

１　前年度指摘事項等に対する措置等

      　  種別

区分

事務職員 技術職員 現業職員  計

備　　　　　考

定　　　　員

現　　　　員

過不足(△)

臨 時 職 員

非常勤職員

職　　　　　名 氏　　　　　　名
在職期間

備　　　　考

課　　　　長 西尾　泰司 1 3

課　長　補　佐 祖田　誠 0 3 統括　通算　３年３ヵ月

参　　　　事 壱岐　幸子 2 3 通算　６年７ヵ月

課　長　補　佐 平尾　幸雄 1 3

課　長　補　佐 前田　裕二 2 3
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５　主な事業に関する調べ
（単位：千円）

その他

51,730,206 37,532,010

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

○ 国保の運営

会議名等 実績

県国民健康保
険運営協議会

令和元年
１１月開催

県・市町村国保
連携会議

年４回開催

県・市町村国保
連携会議作業
部会

年４回開催

国保基盤強化
協議会事務レ
ベルＷＧ（国）

年７回開催

○ 保健事業（市町村が実施する保健事業の推進等）

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

○ 国保の運営

⑦市町村のデータ分析支
　援事業

・国保連に委託し、KDBデータを活用した「令和元年度鳥取県の国保」を作成。令和２
　年３月に市町村、保険者協議会、その他関係機関に当該データ分析結果を提供の
　上、当課HPに掲載。また、医療費分析等の人材育成を行うため、作成した冊子を
　活用したデータ分析の研修会を開催。（２回）

・市町村と県・市町村国保連携会議を開催し、納付金の算定方法及び市町村事務の標準化等について検討を行
　い、一定の合意を得た上で、平成３０年度から国保新制度へ移行したところであり、円滑な運営を図るため、引
　き続きこの会議において協議を行った。

④慢性腎臓病（CKD）対策
　研修会

・CKDに関する知識及び技術の取得・向上を図るための研修会を開催。（圏域毎に１
　回、計３回）

⑤糖尿病性腎症保健指導
　に係る専門家派遣事業

・糖尿病療養指導等のスキルを有する看護師や栄養士等の専門家を派遣し、市町
　村が行う保健指導等の支援を実施。（２市町村で保健指導実施者４名）

⑥糖尿病療養指導士資格
　取得支援事業

・県内の糖尿病性腎症重症化予防の取組を推進するため、「鳥取県糖尿病療養指導
　士」の育成を目的として実施される講習会の受講料を県が負担した。（受講者２名）

①鳥取県健診受診勧奨セ
　ンターの運営

・特定健診の未受診者に対する受診勧奨（電話）を外部委託により実施。（11市町村
　・受診勧奨数8,111件）

②専門家の派遣等による
　市町村保健事業への支
　援事業

・専門家の医師と保健師を派遣し、市町村が実施する保健事業の支援を実施。（５市
　町村で計16回）　　（支援内容： データ分析による市町村の課題抽出及びその対策
　に関する助言や技術的支援等）

③特定健診・特定保健指
　導従事者研修会

・市町村が特定健診・保健指導を効果的に実施できるように研修会を開催。（２回）

・国民健康保険事業費納付金の算定方法
・保険料水準の平準化　など

・市町村国保主管課長級・国保連
　合会事務局長で構成

・国民健康保険事業費納付金の算定方法
・保険料水準の平準化　など

・市町村実務担当者・国保連合会
　担当者で構成

・公費の在り方（普通調整交付金、特別調整交
　付金、保険者努力支援制度など）
・国民健康保険料の賦課限度額の在り方
・子どもの均等割の在り方　など

・協議会のメンバーとして検討に
　参画

（イ）

主な検討事項 備考

・国民健康保険事業費納付金の算定方法
・平成３０年度国民健康保険事業の実施状況

・国保制度に関する重点事項につ
　いて審議調査を実施

鳥取元気プロジェクト -

元気づくり総合戦略 -

（ア）

　平成３０年度から、県は市町村とともに国保の保険者となったことにより、国保の安定的な財政運営や効率的な
事業の確保等を図るため、県全体の国保財政の運営を担うなど、市町村とともに国保事業を運営する。
　また、国保財政及び保険料の安定を図るため、医療費適正化の取組みとして、市町村が実施する保健事業が円
滑に進むための基盤整備や市町村の現状把握・分析等を行う。

事　　　業　　　名 決算額
財源内訳

国庫支出金 一般財源

国民健康保険運営事業費　※保健事業含む 14,198,196
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○ 保健事業（市町村が実施する保健事業の推進等）

ウ 成果及び効果 

○ 国保の運営

○ 保健事業（市町村が実施する保健事業の推進等）

エ 課　題

○ 国保の運営

①保険料水準のあり方の検討

②特別医療費助成に係る国庫負担金の減額措置への対応

○ 保健事業（市町村が実施する保健事業の推進等）

　・納付金について、将来的には医療費水準を反映させないこととする方向性は全市町村で概ね合意は得られて
　　いるが、その時期については様々な意見がある。
　　⇒　第２期国保運営方針（令和２年度策定予定）の検討の中で市町村と協議する。

　・健康づくりへの取組や医療費水準などについて、現に市町村間に格差がある中で保険料水準を統一すること
　　により、不公平感が生じたり、医療費適正化へのディスインセンティブとならないような方策が必要である。
　　⇒　第２期国保運営方針（令和２年度策定予定）の検討の中で市町村と協議する。

　・減額分に対し県が応分の補てんをするよう、市長会などから要望を受けている。
　　⇒　減額分に対する市町村の一般会計繰入の状況を整理しつつ、第２期国保運営方針（令和２年度策定予
　　　　定）の検討の中で市町村と協議する。

・市町村ごとの健康づくりへの取組みを一層推進する仕組みづくりが必要である。
　⇒　県国保データヘルス計画を策定し、県・市町村の保健事業を計画的・効果的に実施することについて市町村
　　　等と協議する。

・鳥取県健診受診勧奨センターの運営について、参加市町村を増やし、より県内広域で特定健診受診率の向上
　を支援した。（H30：３市町村⇒R1：11市町村）
・専門家の派遣等による市町村保健事業への支援事業について、専門家に加え、県・保健所職員も支援に参加
　し、市町村保健事業への更なる支援を図った。
・平成３０年度に策定した「鳥取県糖尿病性腎症重症化予防プログラム」推進のため、新たに「糖尿病性腎症保
　健指導に係る専門家派遣事業」に取り組み、看護協会、栄養士会の協力を得て市町村保健事業の支援を行っ
　た。
・市町村のデータ分析支援事業について、市町村のデータ分析に加え、人材育成のため市町村保健事業担当者
　向けの研修会を開催した。

・令和元年度決算で、解消すべき赤字が発生する市町村はないことを確認した。
・事務の標準化のため、短期被保険者証・資格証明書に係る標準的な交付基準を策定した。

・特定健診受診率向上のため、平成３０年度から鳥取県健診受診勧奨センターの運営を委託実施し、令和元年
　度は１１市町村が参加（平成３０年度は３市町村が参加）し、受診率向上に寄与した。（受診勧奨数8,111件の
　うち、1,733件について実際の受診につながった。）
・糖尿病性腎症保健指導に係る専門家派遣事業に取り組み、看護協会、栄養士会の協力を得て市町村保健事
　業の支援を行い、保健指導対象者の人工透析への移行阻止に寄与した。（保険指導を行った者のうち、新規
　に人工透析に移行した者はなかった。）
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（単位：千円）

国庫支出金 その他

1,364

薬剤師の県内就業を促進し、病院、薬局等において不足している薬剤師の確保を図る。

○ 薬学生インターンシップの実施（H26年度から）

・鳥取県薬剤師会や鳥取県病院薬剤師会と連携して、全国の薬学生を対象とした体験・交流事業を実施。

○ 薬剤師確保対策促進事業補助金（鳥取県薬剤師会への補助：H24年度から）

○ 大阪薬科大学と連携した県内就職支援事業の実施（H30年度から）

　引き続き、薬剤師を取り巻く環境や制度の動向を注視しながら、鳥取県薬剤師会、教育委員会等関係機関、就職
支援協定締結大学等と連携して、各種の取組みをより効果的に実施していくとともに、「鳥取県未来人材育成奨学金
支援制度」についても引き続き周知を行い、県内の薬剤師確保を図ることが必要となる。

　全国の薬学生が鳥取県内の病院や薬局などを実地に見学・体験できる貴重な機会として、インターンシップを関係
機関の協力を得て前年に引き続き夏期と春期実施し、夏期については、新たにインターネットを利用したターゲット広
告を実施し、薬学生へ当該事業の更なる周知を図った。

　高校生・保護者向けセミナーでは、前年度までと内容・構成を見直し、就職支援協定を締結している大阪薬科大学
の教官等による薬学部についての詳細な説明時間を設けるなど、高校生・保護者に伝わりやすい内容となるよう企
画した。

ウ　成果及び効果

　薬学生サマーインターンシップのターゲット広告については、広告期間中に約12,000件のアクセスがあり、多くの薬
学生に当事業について認識をしてもらえた。
　高校生・保護者向けセミナーについては、薬学部、薬剤師の仕事について理解できたとのアンケート結果が多かっ
た。

エ　課　題

　県内の薬剤師不足解消への取組みについては、中長期的に対応していく必要があり、平成30年９月に実施した県
内の病院・薬局における薬剤師の需給動向に関するアンケート調査の結果では、将来的（５年先程度）な薬剤師の
必要数が、前回調査時（平成28年９月）より26％も増加していることからも、県内の病院・薬局において将来的な業務
拡大を視野に入れた薬剤師の需要が高まっている。

・本県出身学生や県外就業者のＩＪＵターン促進のため、薬学部設置大学へのチラシを配布、合同就職説明会で
　の周知を実施。

・高校生やその保護者等に対して、薬学部や薬剤師への興味や進学意欲を高めることを目的として、高校生・保
　護者向けセミナーを実施。（H27年度から）

高校生のための薬学
部進学セミナー2019

実施日：令和元年８月25日（東部会場）／令和元年９月８日（西部会場）
場    所：鳥取県薬学総合センター（東部会場）／米子コンベンションセンター（西部会場）
参加者：55名（高校生30名、保護者等25名）

・平成30年４月に、本県と薬系単科大学の大阪薬科大学、（公財）ふるさと鳥取県定住機構との間で就職支援協
　定を締結し、同大学のオープンキャンパスに参加を希望する県内の高校生・保護者を対象とした送迎バスの運
　行など、同大学との協働事業を実施。

イ　令和元年度実施に当たり改善等に取り組んだ点

《背景》
　・全国的に地方を中心に薬剤師の不足が顕在化しており、鳥取県も同様の状況。
　・薬学部６年制移行後、一時低下していた薬剤師国家試験の合格率（全国）は、平成27年以降、回復傾向（H26：
　　60.8％ ⇒ R2：69.6％）であり、令和２年は全国で約１万人の新卒薬剤師が輩出されているが、地域的な偏在が
　　続いているところ。
　・病院における病棟での薬剤管理やチーム医療の推進、薬局における在宅医療への取組みの拡大などにより、
　　薬剤師のニーズが増加しており、県内の病院・薬局の薬剤師の不足数の合計は269.6名となっている。（アンケ
　　ート調査結果（平成３０年９月実施））

（イ）　事業の実施状況

薬学生サマーインター
ンシップ2019inとっとり

実施期間：令和元年８月21日～23日
受入施設：15施設（病院７、薬局６、行政２）
参  加  者：19名（中国地区、四国地区、近畿地区、中部地区から参加）

薬学生スプリングイン
ターンシップ2020inとっ
とり

実施期間：令和２年２月17日～３月13日
受入施設：７施設（病院５、薬局２）
参  加  者：７名（中国地区、近畿地区から参加）
※新型コロナウイルス感染症の感染防止の観点から、受入れを中止した施設もあり。

鳥取元気プロジェクト -

元気づくり総合戦略 -

ア　目的及び事業の実施状況

（ア）　目的

事　　　業　　　名 決算額
財源内訳

一般財源

薬剤師確保対策促進事業 1,364
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（単位：千円）

国庫支出金 その他 一般財源

4,419 4,419

○ 安定ヨウ素剤の緊急配布体制の整備・維持　　　

○ 安定ヨウ素剤の希望者への事前配布

イ　令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

　安定ヨウ素剤を希望される方に対して事前配布することにより、原子力災害に備えることができ、関係住民の方に
とって一定の安心につながったと考えられる。

エ　課　題

　令和元年７月に、「原子力災害対策指針」（原子力規制委員会）及びガイドラインである「安定ヨウ素剤の配布・服用
に当たって」（原子力規制庁）が改正され、服用を優先すべき者の明確化や事前配布方法の見直しが行われるととも
に、令和２年２月には内閣府からUPZ圏内を対象とした事前配布の推進方針が示されたため、これらの見直しに対応
するとともに、引き続き安定ヨウ素剤の予防服用体制の整備を進めていく必要がある。
（参考）
　令和２年度に西部総合事務所福祉保健局(米子保健所)において安定ヨウ素剤の事前配布を開始予定(通年実施)。

・米子市、境港市のUPZ（原発から半径30km）圏内の一時集結所、学校、福祉入所施設等へ安定ヨウ素剤を備蓄
　するとともに、調剤拠点薬局等に幼児用の液剤を調剤するためのヨウ化カリウム末等の配布体制を整備してい
　る。

・米子市及び境港市の両市において計６回の事前配布説明会を開催し、103人（30世帯）に安定ヨウ素剤を事前配
　布した。

・事前配布について、県及び両市のホームページや市報へ掲載するとともに、保育所や小中学校の保護者にチラ
　シを配布するなど周知を図った。

（背景）
　・国の原子力災害対策指針で、ＰＡＺ（原発５キロ）圏内では事前配布の体制を整備することとされているが、UPZ
　 圏内では、避難等の際に学校や公民館等で配布する等の配布手続きを定め、適切な場所に備蓄すると規定し
　 ており、例外的に、受取が困難な地域で地方公共団体が必要と判断する場合に、事前に配布できるとされてい
　 る。
　・事前配布については、平成29年7月の米子・境港両市長の会談により合意がなされ、当課と両市で協議を重ね
　 た上、平成30年度からUPZ圏内に居住する住民のうち、原子力災害発生時に一時集結所等で速やかに安定ヨ
　 ウ素剤を受け取ることが困難で、希望される方に対し、事前配布することとした。

　安定ヨウ素剤について、一時集結所等での緊急配布体制を整備・維持するとともに、引き続き県及び両市において
広報を行い、希望される方に対して事前配布を実施した。

ウ　成果及び効果

元気づくり総合戦略 -

ア　目的及び事業の実施状況

（ア）　目的

　島根原子力発電所での原子力災害の発生に備え、鳥取県地域防災計画（原子力災害対策編）、鳥取県広域住民
避難計画に基づき、放射性ヨウ素による甲状腺の内部被ばくを低減するための安定ヨウ素剤の予防服用体制を整備
する。

（イ）　事業の実施状況

事　　　業　　　名 決算額
財源内訳

被ばく医療体制整備事業（安定ヨウ素剤関係）

鳥取元気プロジェクト -
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0
0

区 　 分
科

　
　

目

予
　

　
　

　
　

算
　

　
　

　
　

現
　

　
　

　
　

額
調

　
定

　
額

収
入

済
額

不
納

欠
損

額
収

入
未

済
額

備
　

　
　

　
　

考
当

初
予

算
額

補
正

予
算

額
継

続
費

及
び

繰
越

事
業

費
繰

越
財

源
充

当
額

計

7
1
,5

7
4

総
務

費
1
2
,0

3
9
,0

00
0

0
0

1
2,

03
9
,0

0
0

9,
0
6
0
,3

7
5

9
,0

6
0
,3

7
5

0
0

2
,9

7
8
,6

2
5

保
健

事
業

費
1
5
,7

0
0
,0

00
△

 1
,6

3
5
,0

00
0

0
1
4,

06
5
,0

0
0

1
3,

6
1
2
,5

7
7

1
3
,6

1
2
,5

7
7

0

0
1
0
,0

0
0
,0

0
0

歳 　 　 　 　 　 　 入

予
備

費
1
0
,0

0
0
,0

00
0

0
0

1
0,

00
0
,0

0
0

0
0

0

0
4
5
2
,4

2
3

0
0

繰
越

金
1
,0

0
0
,0

00
6
5
3
,3

0
8
,0

00
0

65
4,

30
8
,0

0
0

0

県
預

金
利

子
1
,0

00
△

 1
,0

00
0

0
0

0
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８　事業別実施状況調べ
(単位：円)

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 執行率

7,982,630,000 115,544,000 8,095,487,273 0 2,686,727 101%

-(75,000)

120,000 0 0 0 120,000 0%

-(108,400)

40%

7,982,932,000 115,544,000 8,095,560,873 0 2,915,127

1,884,207,000 35,283,000 1,919,489,073 0 927 102%

267,000 0 137,584 0 129,416 52%

※

１

　

２

３

４

3,336,819,000 △ 37,109,000 3,127,021,787 0 172,688,213 94%

183,400

347,000 0 530,400 0 0 153%

＜個別指導実施医療機関等数＞

区　　分 医科 歯科 薬局 計

指導機関数 24 16 16 56

5,221,640,000 △ 1,826,000 5,047,178,844 0 172,938,556

 後期高齢者医療制度の円滑・安定的な運営のため、広域連合及び市町村に対し、次のとおり助成を行った。

　国民健康保険に係る医療給付の適正化を図るため、中国四国厚生局（鳥取事務所）と共同で、保険医療機関等の指導等を実施した。

目　　　　計

後期高齢者医療
制度財政支援事
業

１　後期高齢者医療費給付事業に要する費用の１２分の１を県が負担した。

　　鳥取県後期高齢者医療給付事業費負担金　6,515,218,280円（負担金交付先：広域連合）

２　高額な医療給付の発生による後期高齢者医療財政の財政リスクを軽減するため、８０万円を超える医療費の４分の１を県が負担した。

５　広域連合の財政の安定化を図るため、保険料の不足額や給付費の見込み誤り等による財政不足に対し、貸付・交付を行うため設置された
　　鳥取県後期高齢者医療財政安定化基金の管理運営を行った。

　　積立金   103,420円

　　鳥取県後期高齢者医療高額医療費負担金  392,112,982円（負担金交付先：広域連合）

３　市町村は、広域連合が保険料軽減をした額の総額を基礎として算定した額を特別会計に繰入れを行い、その繰入額の４分の３を県が
　　負担した。

　　（保険者支援分）市町村が保険料（税）軽減被保険者数に応じて国が定めた基準により国保会計に繰り入れを行い、その繰入額の４分の１を県が負担した。

　　国民健康保険基盤安定事業負担金   　1,919,489,073円

国民健康保険支
援事業費

１ 市町村は国民健康保険料（税）の軽減等を行うため、国保会計に繰入れを行い、その繰入額の一部を県が負担した。

後期高齢者医療審査会制度の円滑な実施のた
めの広域連合及び市町村の指導は標準事務費
で実施。
予算額３割以上の執行残及び執行率５０％以下
の理由：後期高齢者医療審査会に係る報酬の
残

182,000

保険医療機関等
指導経費

(108,400)は医療費適正化推進事業から流用
(75,000)は後期高齢者医療制度運営支援事業

から流用

医療費適正化推
進事業

 -(108,400)は保険医療機関等指導経費へ流用

後期高齢者医療
制度運営支援事
業

国民健康保険の財政安定化及び県内市町村の
財政状況等に応じた財政調整を行うため、算
定対象額の９／１００に相当する額を繰出
す。
執行残額の１千万円以上の理由：市町村から
の実績報告が想定積算よりも少額だったため

市町村国民健康保険広域化等支援方針に記載されている各種施策のうち、収納担当職員に対する研修会を実施した。

(8市町村、国民健康保険団体連合会、後期高齢者医療広域連合)

市町村が設置している国民健康保険運営協議会の円滑な運営を図るための指導を行った。

保険者に対してレセプト点検員研修を実施して、事業実績の向上を図った。

事業の計画と実績・成果・不用額・執行率事　業　名

（老人福祉費）

 -(75,000)は保険医療機関等指導経費へ流用

0 108,400

主な事業に関する調べのとおり。
予算額３割以上の執行残及び執行率５０％以
下の理由：医療費適正化計画策定評価委員会
に係る報酬の欠席者分残

　　（保険料軽減分）市町村が低所得者の国民健康保険料（税）を軽減するため国の定めた基準により国保会計への繰入れを行い、その繰入額の４分の３を
　　　　　　　　　　　　県が負担した。

国民健康保険特
別会計繰出金

４　県内の後期高齢者の健康づくりの観点から、広域連合が行う健診事業に対して補助（国基準単価×１／３）を行った。

　　鳥取県後期高齢者医療制度健康診査等事業費補助金　38,072,000円

目　　　　計

（国民健康保険連絡調整費）

国民健康保険基
盤安定等推進費

 市町村国民健康保険の財政基盤の安定化を図るため、市町村に対し次のとおり助成を行った。

国保都道府県化について、主な事業に記載。

保険者に対して、厚生労働省の指導方針に基づき、保険財政の健全化等について指導を行った。

0 73,600

予算額３割以上の執行残理由：国民健康保険審査会委員報酬の欠席、辞退者の報酬及び費用弁償に執行残
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(単位：円)

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 執行率 事業の計画と実績・成果・不用額・執行率事　業　名

309,000 0 198,000 0 111,000 64%

309,000 0 198,000 0 111,000 64%

255,000 0 104,825 0 150,175 41%

１

＜令和元年度相談件数＞ （　）内は前年度相談件数

区　　分 病院 診療所 その他 計

(93) (22) (11) (126)

61 22 6 89

(25) (5) (2) (32)

16 7 2 25

(11) (7) (1) (19)

5 7 1 13

(129) (34) (14) (177)

82 36 9 127

2,893,000 0 2,545,215 0 347,785 88%

3,148,000 0 2,650,040 0 497,960

目　　　　計

「有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律」に規定されている有害物質の一部について家庭用品の試買検査を行い、併せて家庭用品取扱者等へ法の
周知を図った。

（環境衛生連絡調整費）

（医務費）

医療安全推進・
医療機関等指導
経費

　医療法に基づき、病院及び診療所等の医療機関に対する立入検査を行った。

鳥取県感染制御
地域支援ネット
ワーク運営事業

目　　　　計

医療相談窓口の設置・運営

医療・保険
課

家庭用品安全対
策事業

予算額３割以上の執行残の理由：西部地区で、検体を検査機関へ追加した際、検体が破損し、検査ができなくなったため。

（１）病院の医療監視については、次の事項に重点を置き、全病院の医療監視を実施した。

（２）診療所等の医療監視については、医療安全対策を重点に医療監視を実施した。

　医療従事者の確保、医療用放射線の管理体制、院内の事故防止、毒物・劇物等の管理、医療廃棄物の適正処理、医療従事者の健康　診断の実
施、防災対策の強化、院内感染防止対策、乳幼児管理体制、医療事故防止対策、災害時対策、教育・研修実施状況、医療法人の届出・使用許可、
適正な業務委託の徹底

２　医療に関する患者・家族の苦情や相談等に迅速に対応し、患者等と医療機関との信頼関係の構築を支援する体制を整備した。

西部総合事
務所福祉保

健局

計

１　各医療機関からの感染制御に関する相談の対応や院内感染発生等の緊急時に医療機関に対する実地指導等の支援を実施した。

　・感染制御に関する相談対応件数・・・０件
　・医療機関に対する実地指導件数・・・２件

２　県内の医療機関等における適切な院内感染対策の実施を図ることを目的に講習会を実施した。

　・鳥取県院内感染対策講習会（鳥取大学医学部へ委託）
　　　実施年月日：令和元年１１月３０日
　　　対象者：県内の病院・診療所等の医師・看護師・薬剤師・臨床検査技師等
　　　参加者：８８名

３　県内の各医療機関が質の高い感染対策を実施することを支援するため、県内医療機関における薬剤耐性菌の分離状況、院内感染の発生状況に関す
　る情報を提供することを目的とし、鳥取県院内感染対策サーベイランス（動向調査）を実施した。

　・参加医療機関：１９機関
　・準参加医療機関：３機関　　※データ提出は行わず、サーベイランス結果を活用できる参加機関

４　鳥取県感染制御地域支援ネットワーク内の連携を図り、病院間の情報交換、行政連絡等を行うため、鳥取県感染制御地域支援ネットワーク会議を
　開催した。

　・第１回　令和元年７月５日

※予算額3割以上の執行残及び執行率５０％以下の理由：中部総合事務所福祉保健局で実施予定であった医療相談に関する研修会について、新型コ
ロナウイルス感染症の感染予防の観点から開催を見送ったため

中部総合事
務所福祉保

健局

＜医療監視実施状況＞ （　）は、立入検査実施数で内数

監 視 監 視 監 視 監 視 監 視 監 視 監 視 監 視

施 設 数 実 施 率 施 設 数 実 施 率 施 設 数 実 施 率 施 設 数 実 施 率

(3) (8) (4) (15)

10 10 100.0 18 16 88.9 14 8 57.1 42 34 81.0

(11) (34) (22) (67)

19 19 100.0 44 34 77.3 23 22 95.7 86 75 87.2

(14) (42) (26) (82)

29 29 100.0 62 50 80.6 37 30 81.1 128 109 85.2

一般診療所 歯科診療所 計

計 画 数 計 画 数 計 画 数 計 画 数

中部総合事務所

福祉保健局

西部総合事務所
福祉保健局

計

区　分

病　　　院

検査状況

適合件数 不適合件数

ホルムアルデヒド
乳幼児用繊維製品（生後

24ヶ月以下用のよだれ掛
け、中衣、帽子）

15 15 0
株式会社

静環検査センター

検査機関名検査項目 検体の種類 検体件数
検査結果
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(単位：円)

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 執行率 事業の計画と実績・成果・不用額・執行率事　業　名

(1,858,000) (0) (1,857,600) (0) 400 100%

2,523,000 0 1,988,234 0 534,766 79%

　 　　　（単位：件）

（単位：件）

（薬務費）

４　医薬品販売業の許可(更新)等の処理状況

５　薬事監視等（監視件数）

　　薬局、医薬品販売業者等に対し、年間計画に基づき、各総合事務所薬事監視員及び医療・保険課薬事監視員に
　　よる監視指導を実施した。

（R1明許予算）
医薬品医療機器
等総合対策事業

　　薬局・薬剤師、医薬品販売業、医療機器販売業等の資質向上を図ることを目的とする研修会等への講師派遣等を実施した。

２　登録販売者試験実施状況

３　医薬品等の製造許可承認事務の処理状況

１　医薬品、医療機器等関係者への研修・指導

213 63 29.6

令和元年１０月３０日（水）実施

受験者（人） 合格者（人） 合格率（％）

0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 0 0 9 1 0 11

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1 2 0 0 0 0 0 104 107

2 1 0 0 0 3

0 3 0 0 0 0 0 0 3

0 4 0 0 0 4

0 19 1 1 0 21

4 29 0 0 9 1 2 0 104 149

医療機器製造業

医療機器修理業

計

医薬品製造業

医薬部外品
製造販売業

医薬部外品
製造業

化粧品製造販売業

化粧品製造業

医療機器
製造販売業

修理
区分
追加

許可証
書換
交付

許可証
再交付

製造販売
届出

計

医薬品製造販売業

区　 分
許可

（登録）

許可
（登録）

更新

製造販売
承認

一部変更
承認

適合性
調査

1 1 0 0 0 3 5

2 1 0 0 0 0 3

2 23 0 0 42 67

5 14 0 1 55 75

10 39 0 1 0 100 150

新法配置販売業(県外含)

旧法配置従事者身分証

新法配置従事者身分証

計

取扱

品目
追加
変更

届出 計

旧法配置販売業(県外含)

区 分 許可・交付 許可・更新
許可証等・

再交付
許可証等・
書換交付

無
許
可
・
無
届
業

不
正
表
示

誇
大
広
告

毒
劇
薬
譲
渡

毒
劇
薬
貯
蔵

薬
譲
渡

処
方
せ
ん
薬
譲
渡

構
造
設
備

そ
の
他

計 始
末
書
誓
約
書

そ
の
他
説
諭

業
務
停
止

医薬品

薬局 181 91 97 0

専業 2 - 2 0

薬局 14 5 2 0

専業 2 - 0 0

薬局 14 5 2 0

50 25 16 0

87 44 16 0

1 0 0 0

0 0 0 0
42 7 0 0

医療機器
17 6 3 0

11 4 3 0

43 9 13 0

1,235 124 39 0

279 28 39 0

1 - 0 0

2 - 1 0

10 3 2 0

11 4 3 0

販売業 6 ‐ 1

2,008 355 239 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

製造業 50.0

0

66.7

再生医療等製品

製造販売業 75.0

化粧品

67.3

0.0

合　　計

製造販売業 75.0

修理業 144.4

製造業

管理医療機器販売等 31.5

高度管理医療機器販売等 139.8

医薬部外品

製造業

製造販売業 0

特例販売業 0
配置販売業 0

40

卸売販売業 64

薬種商販売業 0

店舗販売業 36.36

製造販売業
-

違 反 事 項 内 訳 処　置

106.6

製造業
-

40

区　　分

 
監
視
対
象
数

 
監
視
目
標
数

 
監
視
延
回
数

 
監
視
率
（

％
）

 
違
反
施
設
数
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(単位：円)

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 執行率 事業の計画と実績・成果・不用額・執行率事　業　名

          （単位：
件）

　　補助事業者：(一社)鳥取県薬剤師会

　　補助金額：1,200,000円

5,931,000 5,841,105 89,895 98%

　　委託料：5,729,040円

　　委託先：日本赤十字社中四国ブロック血液センター

献血推進・使用
適正化事業

６　ＧＭＰ調査関係

　医薬品製造業における製造管理に係る安全基準を欧米と同等とし、より高度の安全体制を整備等するため、本県における医薬品
製造業に係る調査能力を、定められた水準に適合するため、以下の事業を行った。

（１）　調査員を養成するため、他県における研修に参加

７　薬剤師免許処理状況

（２）　調査に伴う試験検査に対応するため、鳥取県衛生環境研究所において、研究員の分析研修への参加、機器分析用試薬等を購入

　　鳥取県生物学的製剤確保対策要領により、県民の緊急用に必要なワクチンを県内３カ所の備蓄機関（医療機関３）に定数保管し、
　　供給の円滑化に努めた。

　　医薬品をはじめ各種薬事情報の収集・提供の機能をもつ薬事情報センターの的確かつ効率的な運営を図り、県民の保健衛生の向上
　　に寄与するため助成した。

　「愛の血液助け合い運動」月間(7月)、「はたちの献血」（１月）を中心に、県民へ献血思想の普及啓発、献血への協力を要請した。
　特に、「愛の血液助け合い運動」月間（７月）には、県内の高校生の協力を得て、「街頭献血キャンペーン」を実施した。

１２　災害用医薬品等の備蓄

　災害時を想定した医薬品の備蓄については、平成１９年度から備蓄医薬品の保管管理を県内３病院に委託し、病院の適正管理に
よりランニング備蓄してきた。平成３０年度からは、東部地区の医薬品等備蓄を鳥取市が担うこととなったため、県とししては２
病院（厚生病院、済生会境港総合病院）へ委託。医療材料については、中部・西部総合事務所福祉保健局に備蓄。

１　献血思想の普及・啓発活動

２　献血推進会議等の開催

　　新型コロナウイルス感染症の影響により、鳥取市保健所、中部・西部総合事務所ともに、各地区会議を紙面開催。

３　献血推進員の設置

　　献血目標の達成、献血組織の育成強化及び採血業務の効率化を図るため、献血推進員３名を配置し、県内一円を巡回させ献血
　　申込者の把握、移動採血車の計画的配車等に努めた。

８　薬と健康の週間（10/17～10/23）

　　薬と健康の週間にちなんだイベントの開催（主催：（一社）鳥取県薬剤師会、鳥取県）

９　ワクチンの需給状況

１０　医薬品等の安全性確保

１１　医薬品等価格調査

　　　医薬品・特定保険医療材料価格調査（他計調査）

　　　医薬品卸売業者２、材料販売業者２

0 0 0 0
42 7 0 0

医療機器
17 6 3 0

11 4 3 0

43 9 13 0

1,235 124 39 0

279 28 39 0

1 - 0 0

2 - 1 0

10 3 2 0

11 4 3 0

販売業 6 ‐ 1

2,008 355 239 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

製造業 50.0

0

66.7

再生医療等製品

製造販売業 75.0

化粧品

67.3

0.0

合　　計

製造販売業 75.0

修理業 144.4

製造業

管理医療機器販売等 31.5

高度管理医療機器販売等 139.8

医薬部外品

製造業

製造販売業 0

特例販売業 0
配置販売業 0

計

78

免許証
再交付申請

受理件数 43 17 15 1 2

区 分 免許申請 名簿訂正 免許書換
名簿登録
削除申請

ワクチン使用供給状況

定数 使用分 廃棄分 破損分

６本 ０本 ０本 ０本

区分

乾燥ガスえそウマ抗毒素 すべて平成29年度購入

開催年月日 場所 参加者数 概　　　　要

令和元年
１０月２０日（日）

イオンモール鳥取北
１Ｆ　セントラルコート

延べ2,186人

医薬品及び薬剤師の役割に関する正しい認識を広く県民に浸透させることにより、
県民の保健衛生の維持向上に寄与することを目的とする。

○健康測定（血圧、血管年齢、肺年齢　等）
○参加型体験（調剤体験、化学実験）
○各種相談（薬剤師進路相談、危険ドラッグ啓発、禁煙、お薬　等）
○モバイルファーマシー（薬局機能を搭載した災害対策医薬品供給車両の見学）

地　域

東　部

中　部

西　部 令和元年７月２１日（日） イオンモール日吉津

日　時 場　所

令和元年７月１４日（日） イオン鳥取北

令和元年７月２８日（日） 倉吉未来中心
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(単位：円)

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 執行率 事業の計画と実績・成果・不用額・執行率事　業　名

４　年度別献血者の状況

５　血液製剤使用適正化

　　　〇研修会の実施状況

　　　日時：令和元年7月6日（土）

　　　場所：伯耆しあわせの郷

　　　講演：輸血後細菌感染の現状と課題（講師　日本赤十字社　血液事業本部　安全管理課　課長　後藤直子　氏）

3,572,000 0 2,867,636 0 704,364 80%

　（１）麻薬取扱者等の免許事務処理状況（単位：件）

３　毒物劇物取扱者試験実施状況

４　麻薬等指導取締

　　麻薬取扱者に対しては、定期的に立入検査を実施することとしているが、特に卸売業者及び病院等取扱量の多い業務所に
　　重点を置き立入検査を実施した。

２　毒物劇物取扱者の指導取締状況（監視件数）

　　年間計画に基づく立入検査及び８月の農薬危害防止運動月間には農業協同組合等の販売業者を集中的に監視・指導した。

薬物・毒劇物総
合対策事業

１　毒物劇物営業者の許可事務処理状況
  （単位：件）

　　血液製剤使用の適正化の推進を図るため、合同輸血療法委員会及び研修会を開催した。

令和元年度献血目標数に対する採血状況 （単位：人）

20,662 23,013 15,299 92 7,622

献血目標 献血実績

内　　訳

全血献血
成分献血

400ml 200ml

総数 400ml 200ml 成分

R1 23,013 15,299 92 7,622

H30 21,736 15,714 83 5,939

H29 21,748 16,414 84 5,250

25,685 105.9

24,700 99.9

24,830 100.0

年度 献血申込者数
献血者数（人） 対前年度比（％）

献血者数

区分

製造業

計 0 1 1 0 0

許可数 更新 登録変更 書換 再交付

0 1 1 0 0

貯
蔵
設

備
の
か
ぎ

陳
列
場

所
の
か
ぎ

他
の
も

の
と
の
区
別

帳
簿

記
載
事

項

製造業 4 2 2 100.0 1 1 1 1 1

特定毒物研究者 9 2 1 50.0 0 0 0

一般販売者 183 55 33 60.0 0 0

農業用品目販売業者 57 18 18 100.0 1 1 1 1 1

特定品目販売業者 8 1 0 0.0 0 0

メッキ業等 2 1 0 0.0 0 0

合    計 263 79 54 68.4 2 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 2 0 2 2

計

始
末
書
・
誓
約
書

そ
の
他

計

違 反 事 項 内 訳 処　置
無
登
録
・
無
届
・

無
許
可

設備基準
取
扱
違
反

届
出
事
項

表
 
 

 
示

譲

渡
手
続

塩素
酸塩類

そ
の
他

　
違
反
施
設
数区分

　
対
象
施
設
数

　
監
視
目
標
数

　
監
視
延
回
数

　
監
視
率

（
％

）

特定品目 0 0 -

計 81 27 33.3

一般 63 21 33.3

農業用品目 18 6 33.3

区　分
令和元年11月26日実施

受験者（人） 合格者（人） 合格率（％）

大麻研究者 4 0 0 0

計 919 266 1 144

麻薬研究者 13 1 0 0

麻薬管理者 58 4 0 8

麻薬施用者 735 246 0 125

麻薬卸売業者 0 0 0 0

麻薬小売業者 109 15 1 11

区　分 免許交付
免許書換 免許証 免許廃止

(登録変更) 再交付
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(単位：円)

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 執行率 事業の計画と実績・成果・不用額・執行率事　業　名

　（２）麻薬取扱者等立入検査状況

　（３）覚せい剤関係立入検査状況

５　麻薬中毒者対策

　　四半期ごとに医療機関から届出された麻薬中毒者をとりまとめ、国に報告している。

-(7,289,945)

15,434,000 0 4,418,675 0 11,015,325 29%

（主）原子力災
害医療体制整備
事業（安定ヨウ
素剤関係）

 -（7,289,945)は医療・保険課管理運営費へ
流用

主な事業に記載のとおり
執行率５０％以下及び予算の３割以上の執行
残、１千万以上の不用額の理由：安定ヨウ素
剤配布に係るチラシ、用品等の経費の執行残
（標準事務費）

６　危険ドラッグ等の監視・規制取締
　（１）鳥取県薬物濫用の防止に関する条例に基づく知事指定薬物の指定（15物質）
　（２）指定薬物の検査体制の整備・維持
　（３）インターネット上の危険ドラッグ等違法薬物の情報収集、県内の輸入雑貨店等への監視パトロールの実施

７　薬物乱用防止啓発
　（１）高校生ボランティアの参加による「ダメ。ゼッタイ。」街頭キャンペーンの実施
　（２）学校（特に中学・高校）における薬物乱用防止教室の実施推進
　（３）薬物乱用防止研修会等への講師派遣
　（４）啓発資材の作成・配布・貸し出し（リーフレット、薬物標本など）
　（５）各種運動月間等の広報・啓発等推進
　　　（不正大麻・けし撲滅運動（5・6月）、「ダメ。ゼッタイ。」普及運動（6・7月）、麻薬・覚せい剤乱用防止運動（10・11月）

８　薬物乱用防止指導員制度の推進
　（１）鳥取県薬物乱用防止指導員の委嘱、県協議会及び地区協議会の開催、指導員講習会の開催、厚生労働省主催研修会への派遣
　　　【指導員の構成】
　　　　鳥取県保護司会連合会、鳥取県更生保護女性連盟、鳥取県薬剤師会、鳥取県医薬品登録販売者協会、鳥取県警察本部、ライオンズクラブ、鳥
        取県医薬品配置協会の各団体から推薦された方
　　　【人数】２０２名、【任期】２年間
　（２）指導員による地域に根ざした薬物乱用防止啓発活動の実施

９　鳥取県薬物乱用対策推進本部会議
　　令和元年２月１３日開催
　　各関係機関での鳥取県薬物濫用対策推進計画（第２期）に係る取組状況や進捗状況について情報共有等を実施。

譲
渡

・

受

譲

渡
・
受

証

保

管
・
管

理

帳

簿

診
療
録

そ
の
他

計
送

致

免
許

取
消

始

末

書

・

誓

約

書

そ

の
他

計

13 7 21 0 0

254 77 166 0 0

282 57 74 0 0

16 4 0 0 0

0 0 0 0 0

4 1 0 0 0

569 146 261 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0

計 178.8

215.6

麻薬診療施設 129.8

麻薬研究者 0.0

処　置

麻薬卸売業者 300.0

区分

対
象

施

設
数

立
入

目

標
数

立

入
検

査

延
回

数

麻薬小売業者

大麻研究者

大麻栽培者 -

立

入

検

査

率

(

%

)

違
反

施

設
数

違 反 事 項 内 訳

譲

渡
・
受

譲

渡
・
受

証

保

管
・
管

理

帳
簿

そ
の
他

計

始

末

書

・

誓

約

書

そ
の
他

計

0 0
4 1 0 0

12 3 17 0
3 1 1 1 1 1 1 1

277 84 160 1 1 1 1 1

816 164 46 0
94 19 0 0

1,206 272 224 2 0 0 1 0 1 2 0 2 2

28.1
飼育動物診療施設 0.0

計 82.4

566.7
原料研究者

薬局 190.5

立

入

検

査

率

(

%

)

違
反

施
設
数

違 反 事 項 内 訳 処　置

覚せい剤
国の施用機関

研究者

区分

対
象

施
設
数

立
入
検

査
目
標

数

立
入
検

査
延
回

数

覚せい剤原
料

原料取扱者

病院・診療所

麻薬中毒者数 （単位：人）

観察指導者 0 0 0 0

区　分
平成３０年度末

現在数
令和元年届出数

令和元年度

社会復帰転帰

届出数(死亡含む)・

指導観察解除数

令和元年度末
現在数
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(単位：円)

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 執行率 事業の計画と実績・成果・不用額・執行率事　業　名

(7,289,945)

2,802,000 0 10,091,945 0 0 360%

1,906,000 0 1,363,568 0 542,432 72%

60,000 0 60,000 0 0 100%

(1,858,000) (0) (1,857,600) (0) (400)

34,086,000 0 28,488,763 0 12,887,182

(1,858,000) (0) (1,857,600) (0) (400)

13,242,115,000 113,718,000 13,174,076,520 0 189,349,825
合　　　　計

（主）薬剤師確
保対策推進事業

主な事業に記載のとおり

西部総合事務所
福祉保健局医薬
業務費

医療・保険課の統括及び課内外の連絡調整に
要する事務的経費として実施した。

（7,289,945)は原子力災害医療体制整備事業
（安定ヨウ素剤関係）から流用

医療・保険課管
理運営費

目　　　　計

医薬・感染症対策担当内の非常勤職員用パソ
コンを賃借し、医薬関係事務の円滑化を図っ
た。

-14-



７
－

２
　
事
業
別

実
施

状
況
調

べ

【
国
民
健

康
保

険
運

営
事
業

特
別

会
計

】
(
単
位
：
円
)

事
　

業
　
名

当
初

予
算
額

補
正

予
算
額

支
 
出

 済
 
額

翌
年

度
繰

越
額

差
 
引

 
残
 
額

執
行
率

事
業

の
計
画
と

実
績
・

成
果
・

不
用

額
・

執
行
率

（
保
険
給
付

費
等
交
付
金
）

△
 
38
4
,
0
95
,
0
00

(△
1
,
0
0
0,
4
4
6)

保
険
給
付

費
等

交
付

金
（
特

別
交
付
金

）
1
,
0
4
4
,
1
84

,
0
0
0

3
6
6
,
3
2
9
,
0
0
0

1
,
19

2,
93
8
,0

00
0

2
1
7
,
5
75

,0
00

11
4
%

県
内
各

市
町
村

に
対
し
、

国
特
別

調
整
交

付
金

（
市

町
村
分

）
、

保
険
者
努

力
支
援

制
度
（
市

町
村
分

）
、
県

繰
入

金
（

2
号

分
）
及
び

特
定
健

康
診
査

等
負
担
金

分
に
つ

い
て
、

交
付

し
た

。
（
執
行

残
の
理

由
）
市
町

村
か
ら

の
申
請

額
が

想
定

金
額
を

下
回

っ
た
た
め

。

目
　

　
　

　
計

4
3
,
7
7
6
,8
88

,
0
0
0

△
 1
7
,
7
66
,
0
0
0

4
1
,
72
4
,
54
3
,0

68
0

2
,
0
3
4
,
5
78

,9
32

9
5
%

（
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
）

△
 5
2
,
6
71
,
0
00

(△
4
,
5
3
5,
3
3
9)

後
期
高
齢

者
関

係
事

務
費
拠

出
金

4
81

,
0
0
0

0
4
8
0
,5

65
0

4
3
5

10
0
%
社
会
保

険
診
療

報
酬
支
払

基
金
に

対
し
て

、
後

期
高

齢
者
関

係
事

務
費
拠
出

金
を
納

付
し
た
。

目
　

　
　

　
計

6
,
9
3
0
,
8
23

,
0
0
0

△
 5
2
,
6
71
,
0
0
0

6
,
87

3,
61
4
,9

11
0

4
,
5
37

,0
89

9
9
%

（
前
期
高
齢

者
納
付
金
等
）

0

(
3
,
1
8
7
,
7
9
8
)

前
期
高
齢

者
関

係
事

務
費
拠

出
金

4
32

,
0
0
0

0
4
3
1
,2

77
0

7
2
3

10
0
%
社
会
保

険
診
療

報
酬
支
払

基
金
に

対
し
て

、
前

期
高

齢
者
関

係
事

務
費
拠
出

金
を
納

付
し
た
。

目
　

　
　

　
計

2
4
,
3
44

,
0
0
0

0
2
7,
53
1
,0

75
0

7
23

11
3
%

（
介
護
納
付
金
）

0
2
,
38

1,
68
7
,5

41
0

0

(
1
,
3
4
7
,
5
4
1
)

目
　

　
　

　
計

2
,
3
8
0
,
3
40

,
0
0
0

0
2
,
38

1,
68
7
,5

41
0

0
10
0
%

（
病
床
転
換
支
援
金
等
）

病
床
転
換

支
援

金
関

係
事
務

費
拠
出
金

41
,
0
0
0

0
4
0
,6

63
0

3
3
7

9
9
%
社
会
保

険
診
療

報
酬
支
払

基
金
に

対
し
て

、
病

床
転

換
支
援

金
関

係
事
務
費

拠
出
金

を
納
付
し

た
。

目
　

　
　

　
計

41
,
0
0
0

0
4
0
,6

63
0

3
37

9
9
%

県
内
各

市
町
村

に
対
し
、

療
養
の

給
付
等

に
要

す
る

費
用
そ

の
他

の
国
民
健

康
保
険

事
業
に
要

す
る
費

用
に
つ

い
て

、
保

険
給
付

費
等

交
付
金
を

交
付
し

た
。

（
特
別

高
額
医

療
費
共
同

事
業
拠

出
金
へ

流
用

）
（
執
行

残
の
理

由
）
市
町

村
か
ら

の
申
請

額
が

想
定

金
額
を

下
回

っ
た
た
め

。

後
期
高
齢

者
支

援
金

6
,
9
3
0
,
3
42

,
0
0
0

6
,
87

3,
13
4
,3

46
0

4
,
5
36

,6
5
4

9
9
%

社
会
保

険
診
療

報
酬
支
払

基
金
に

対
し
て

、
後

期
高

齢
者
支

援
金

を
納
付
し

た
。

（
前
期

高
齢
者

納
付
金
へ

流
用
3
,
18
7
,
7
9
8
円
、
介

護
納

付
金
へ
流

用
1
,3
47

,5
41
円
）
）

保
険
給
付

費
等

交
付

金
（
普

通
交
付
金

）
4
2
,
7
3
2
,7
04

,
0
0
0

4
0
,
53
1
,
60
5
,0

68
0

1
,
8
1
7
,
0
03

,9
3
2

9
5
%

前
期
高
齢

者
納

付
金

2
3
,
9
12

,
0
0
0

2
7,
09
9
,7

98
0

0
11
3
%
社
会
保

険
診
療

報
酬
支
払

基
金
に

対
し
て

、
前

期
高

齢
者
納

付
金

を
納
付
し

た
。

（
後
期

高
齢
者

支
援
金
か

ら
流
用

）

介
護
納
付

金
2
,
3
8
0
,
3
40

,
0
0
0

10
0
%
社
会
保

険
診
療

報
酬
支
払

基
金
に

対
し
て

、
介

護
納

付
金
を

納
付

し
た
。

（
後
期

高
齢
者

支
援
金
か

ら
流
用

）
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７
－

２
　
事
業
別

実
施

状
況
調

べ

【
国
民
健

康
保

険
運

営
事
業

特
別

会
計

】
(
単
位
：
円
)

事
　

業
　
名

当
初

予
算
額

補
正

予
算
額

支
 
出

 済
 
額

翌
年

度
繰

越
額

差
 
引

 
残
 
額

執
行
率

事
業

の
計
画
と

実
績
・

成
果
・

不
用

額
・

執
行
率

（
総
務
費
）

一
般
管
理

費
1
1
,
2
10

,
0
0
0

0
8,
73
7
,5

25
0

2
,
4
72

,4
7
5

7
8
%
国
民
健

康
保
険

事
業
の
実

施
に
必

要
な
事

務
費

等
を

執
行

し
た
。

国
民
健
康

保
険

団
体

連
合
会

負
担
金

2
20

,
0
0
0

0
2
1
9
,0

00
0

1
,0
0
0

10
0
%
平
成
3
0
年
度
か

ら
県

が
国

保
の

保
険

者
と
な
っ

た
こ
と

に
伴

い
、
国

保
連
合

会
に
加

入
す
る
た

め
会
員

と
し
て

必
要

な
負

担
金
を

支
出

し
た
。

国
保
運
営

協
議

会
費

6
09

,
0
0
0

0
1
0
3
,8

50
0

5
05

,1
5
0

1
7
%

鳥
取
県

国
保
運

営
協
議
会

の
開
催

に
要
す

る
費

用
を

支
出
し

た
。

【
令
和

元
年
度

開
催
状
況

】
第
1
回
運

営
協
議
会

：
R
1
.
1
1
.
1
2

（
執
行

残
の
理

由
）
：
予

定
よ
り

も
開
催

回
数

が
少

な
か
っ

た
た

め
。

目
　

　
　

　
計

1
2
,
0
39

,
0
0
0

0
9,
06
0
,3

75
0

2
,
9
78

,6
25

7
5
%

（
共
同
事
業
拠
出
金
）

特
別
高
額

医
療

費
共

同
事
業

拠
出
金

3
5
,
0
72

,
0
0
0

0
3
6,
07
2
,4

46
0

0
国
民
健

康
保
険

中
央
会
に

対
し
て

、
特
別

高
額

医
療

費
共
同

事
業

拠
出
金
を

納
付
し

た
。

（
保
険

給
付
費

等
交
付
金

（
普
通

交
付
金

）
か

ら
流

用
）

(
1
,
0
0
0
,
4
4
6
)

目
　

　
　

　
計

3
5
,
0
72

,
0
0
0

0
3
6,
07
2
,4

46
0

0
10
3
%

（
保
健
事
業
費
）

（
主
）

保
健
事
業

費
1
5
,
7
00

,
0
0
0

△
 
1
,
6
35

,0
00

1
3,
61
2
,5

77
0

4
52

,4
23

8
7
%
主
な
事

業
に
関

す
る
調
べ

の
と
お

り
。

目
　

　
　

　
計

1
5
,
7
00

,
0
0
0

△
 
1
,
6
35

,0
0
0

1
3,
61
2
,5

77
0

4
52

,4
23

8
7
%

（
基
金
積
立
金
）

財
政
安
定

化
基

金
積

立
金

1
,1
92

,
0
0
0

3
4
,
5
4
0
,
0
0
0

3
5,
66
0
,4

26
0

71
,5
7
4

-
国
民
健

康
保
険

財
政
安
定

化
基
金

に
つ
い

て
、

国
庫

補
助
金

及
び

基
金
運
用

益
の
積

立
を
行
っ

た
。

目
　

　
　

　
計

1
,1
92

,
0
0
0

3
4
,
5
4
0
,
0
0
0

3
5,
66
0
,4

26
0

71
,5
74

（
国
庫
返
還
金
）

国
民
健
康

保
険

国
庫

返
還
金

0
62

8,
3
8
3
,0
0
0

6
2
8
,
3
8
2
,
4
6
5

0
5
3
5

-

平
成

３
０

年
度

国
民

健
康

保
険

に
お

い
て

、
受

け
取

り
超

過
と

な
っ

た
国

庫
負

担
（
補

助
）
金

を
国

へ
返

還
し

た
。

目
　

　
　

　
計

0
6
2
8
,
3
8
3
,
0
0
0

62
8
,
38
2
,4

65
0

5
35

（
予
備
費
）

予
備
費

1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

0
1
0
,
0
00

,0
0
0

0
%

特
別

会
計

が
財

源
不

足
と

な
っ

た
際

の
対

策
と

し
て

予
備

費
を

計
上

し
た

。
（
執

行
残

の
理

由
）
財

源
不

足
が

生
じ

な
か

っ
た

た
め

。

目
　

　
　

　
計

1
0
,
0
00

,
0
0
0

0
0

0
1
0
,
0
00

,0
00

0
%

合
　

　
　

　
計

5
3
,
1
8
6
,4
39

,
0
0
0

5
9
0
,
8
5
1
,
0
0
0

5
1
,
73
0
,
20
5
,5

47
0

2
,
0
4
7
,
0
84

,4
53

9
7
%

10
3
%
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８
　

予
備

費
の

充
用

調
べ

  
 

　
該

当
な

し

９
　

繰
越

関
係

調
べ

  
 

　
　

（
１

）
継

続
費

逓
次

繰
越

調
べ

  
 

　
　

　
　

該
当

な
し

　
　

（
２

）
 繰

越
明

許
費

調
べ

  
 

　
　

　
　

該
当

な
し

　
　

（
３

）
事

故
繰

越
調

べ
  
 

　
　

　
　

該
当

な
し

１
０

　
証

紙
収

入
取

扱
額

調
べ

有
　

　
　

・　
　

　
無

１
１

　
現

金
の

取
扱

状
況

　
　

　
ア

　
現

金
取

扱
状

況

（
単

位
：
円

）

1
2
4
,1

9
0

1
2
4
,1

9
0

（
71

件
）

　
　

　
イ

　
つ

り
銭

の
状

況

　
　

　
　

　
　

該
当

な
し

合
　

　
　

　
　

計

収
入

科
目

（
節

）
件

数
（
件

）

衛
生

手
数

料
7
1

備
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
考

収
　

入
　

済
　

額

登
録

販
売

者
試

験
受

験
手

数
料

 等
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１
２

　
財

産
に

関
す

る
調

べ

　
（
１

）
公

有
財

産

　
　

　
該

当
な

し

 （
２

）
金

券
類

の
保

有
状

況

　
　

　
有

　
・

　
無

イ
　
タ

ク
シ

ー
チ

ケ
ッ

ト
の

受
払

状
況

（
令

和
２

年
３

月
３

１
日

現
在

）

 （
３

）
基

　
金

 （
令

和
２

年
３

月
３

１
日

現
在

）

増
減

円
円

鳥
取

県
国

民
健

康
保

険
財

政
安

定
化

基
金

3
5
,6

6
0
,4

2
6

2
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
3
,4

2
0

0

合
　

　
計

3
5
,7

6
3
,8

4
6

2
0
,0

0
0
,0

0
0

9
3
2
,5

1
3
,9

6
3

2
,0

3
4
,2

1
6
,0

4
1

備
考

2
,0

4
9
,9

7
9
,8

8
7

鳥
取

県
後

期
高

齢
者

医
療

財
政

安
定

化
基

金

種
　

　
別

本
　

　
年

　
　

度
　

　
中

本
年

度
末

円

1
,1

1
7
,3

6
2
,5

0
4

9
3
2
,6

1
7
,3

8
3

前
年

度
末

円

1
,1

0
1
,7

0
2
,0

7
8

3
5

0
0

3
5

枚
枚

枚
枚

前
年

度
末

未
使

用
枚

数
本

　
　

年
　

　
度

　
　

中
本

年
度

末
未

使
用

枚
数

備
　

考
購

入
枚

数
使

用
枚

数
及

び
金

額
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(
４

)
 
債
　

権

　
　

　
該

当
な

し

１
３

　
財

産
の

貸
付

け
及

び
使

用
許

可
調

べ

　
（
１

）
　

土
地

及
び

建
物

　
　

ア
　

土
　

　
地

　
　

　
該

当
な

し

　
　

イ
　

建
　

　
物

　
　

　
該

当
な

し

　
（
２

）
　

物
　

品

　
　

　
該

当
な

し

１
４

　
借

受
不

動
産

明
細

調
べ

　
該

当
な

し

１
５

　
職

員
駐

車
場

の
管

理
状

況
調

べ　
該

当
な

し

　
（
１

）
　

管
理

状
況

１
６

　
寄

附
物

件
の

受
納

状
況

調
べ

　
該

当
な

し

１
７

　
備

品
の

処
分

状
況

調
べ

　
該

当
な

し

１
８

　
現

金
、

有
価

証
券

、
物

品
の

亡
失

、
損

傷
調

べ

（
１

）
　

現
金

、
有

価
証

券
、

物
品

の
亡

失
、

損
傷

調
べ

　
有

　
　

・
　

　
無

２
）
　

物
品

の
照

合

　
有

　
　

・
　

　
無

１
９

　
貸

付
金

等
状

況
調

べ
該

当
な

し

○
　

意
見

、
要

望
等

　
　

（１
）
業

務
に

関
す

る
意

見
・
要

望
等

特
に

な
し

　
（
２

）
監

査
委

員
事

務
局

に
対

す
る

意
見

・
要

望
等

特
に

な
し
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